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（単位：円）

資産の部

Ⅰ　固定資産

1 有形固定資産

土地 816,130,000

建物

減価償却累計額 2,622,336,833

構築物

減価償却累計額 31,334,699

車両運搬具

減価償却累計額 2,453,187

工具器具備品

減価償却累計額 342,898,004

工具器具備品（リース）

減価償却累計額 3,502,080

図書 304,732,709

有形固定資産合計 4,123,387,512

2 無形固定資産

82,960,361

652,928

無形固定資産合計 83,613,289

3 投資その他の資産

10,655,927

100,000,000

投資その他の資産合計 110,655,927

固定資産合計 4,317,656,728

Ⅱ　流動資産

現金及び預金 1,005,660,853

その他未収入金 10,296,538

前払費用 46,630,864

流動資産合計 1,062,588,255

資産合計 5,380,244,983

貸 借 対 照 表
（平成31年3月31日）

3,166,401,138

▲ 544,064,305

38,686,437

▲ 7,351,738

4,019,415

▲ 1,566,228

497,849,417

▲ 154,951,413

5,529,600

▲ 2,027,520

ソフトウェア

特許権仮勘定

長期前払費用

長期性預金
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負債の部

Ⅰ　固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等

資産見返寄附金

851,911,270

長期リース債務 7,116,680

固定負債合計 859,027,950

Ⅱ　流動負債

運営費交付金債務 50,197

預り補助金等 424,089

寄附金債務 12,345,371

前受受託研究費等 2,047,980

未払金 291,890,652

未払消費税等 2,626,600

リース債務 3,558,340

前受金 3,420,546

預り科学研究費補助金 9,708,332

預り金 19,049,201

流動負債合計 345,121,308

負債合計 1,204,149,258

純資産の部

Ⅰ　資本金

地方公共団体出資金 3,785,842,000

資本金合計 3,785,842,000

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 88,322,619

損益外減価償却累計額（▲） ▲ 529,919,719

資本剰余金合計 ▲ 441,597,100

Ⅲ　利益剰余金

教育研究の質の向上及び施設整備積立金 416,209,424

積立金 53,307,409

当期未処分利益 362,333,992

利益剰余金合計 831,850,825

純資産合計 4,176,095,725

負債純資産合計 5,380,244,983

特許権仮勘定見返運営費交付金

（うち当期総利益　362,333,992円）

652,928

430,608,626

420,649,716
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（単位：円）

経常費用

業務費

教育経費 261,422,375

研究経費 122,950,013

教育研究支援経費 75,603,119

受託研究費 46,488,882

役員人件費 30,254,685

教員人件費 753,038,875

職員人件費 249,536,978 1,539,294,927

一般管理費 665,195,872

雑損 1,440,000

経常費用合計 2,205,930,799

経常収益

運営費交付金収益 1,465,369,038

授業料収益 530,282,313

入学金収益 114,520,200

検定料収益 45,591,600

手数料収益 603,000

受託研究等収益

国又は地方公共団体からの受託研究等 24,921,490

国又は地方公共団体以外からの受託研究等 22,288,530 47,210,020

補助金等収益 18,805,911

寄附金収益 6,953,011

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 57,149,041

資産見返寄附金戻入 37,913,047 95,062,088

財務収益

受取利息 11,769 11,769

雑益

財産貸付料収入 6,011,880

証明書手数料収益 685,100

科学研究費補助金間接費収益 6,270,807

大学入試センター試験事業収益 2,747,132

その他雑益 2,466,291 18,181,210

経常収益合計 2,342,590,160

経常利益 136,659,361

臨時損失

固定資産除却損 9,350 9,350

臨時利益

資産見返運営費交付金等戻入 9,350 9,350

当期純利益 136,659,361

目的積立金取崩額 225,674,631

当期総利益 362,333,992

損 益 計 算 書
（平成30年4月1日～平成31年3月31日）
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（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 ▲ 475,298,332

人件費支出 ▲ 1,038,933,328

その他の業務支出 ▲ 609,504,639

運営費交付金収入 1,542,915,000

授業料収入 561,248,500

入学金収入 109,726,200

検定料収入 45,591,600

受託研究等収入 49,258,000

補助金等収入 19,230,000

寄附金収入 13,977,196

その他の収入 13,643,690

預り金の純増減額 12,562,103

業務活動によるキャッシュ・フロー 244,415,990

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 ▲ 120,000,000

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 ▲ 246,369,504

利息及び配当金の受取額 11,769

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 366,357,735

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 ▲ 3,558,340

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 3,558,340

Ⅳ 資金増加額 ▲ 125,500,085

Ⅴ 資金期首残高 1,111,160,938

Ⅵ 資金期末残高 985,660,853

キャッシュ・フロー計算書
（平成30年4月1日～平成31年3月31日）
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（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 362,333,992

当期総利益 362,333,992

Ⅱ 利益処分額

積立金 2,187,698

地方独立行政法人法第４０条第３項により

設立団体の長の承認を受けようとする額

教育研究の質の向上及び施設整備積立金 360,146,294 360,146,294 362,333,992

利益の処分に関する書類（案）
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（単位：円）

Ⅰ 業務費用

(1)損益計算書上の費用

業務費 1,539,294,927

一般管理費 665,195,872

雑損 1,440,000

臨時損失 9,350 2,205,940,149

(2)(控除)自己収入等

授業料収益 ▲ 530,282,313

入学金収益 ▲ 114,520,200

検定料収益 ▲ 45,591,600

手数料収益 ▲ 603,000

受託研究等収益 ▲ 47,210,020

寄附金収益 ▲ 6,953,011

資産見返授業料戻入 ▲ 13,259,391

資産見返寄附金戻入 ▲ 37,913,047

財務収益 ▲ 11,769

雑益 ▲ 11,910,403

臨時利益 ▲ 9,350 ▲ 808,264,104

業務費用合計 1,397,676,045

Ⅱ 損益外減価償却等相当額 176,820,961

Ⅲ 引当外賞与増加見積額 23,260,502

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額 17,217,904

Ⅴ 機会費用

国又は地方公共団体財産の

無償又は減額された使用料

による賃借取引の機会費用 354,247,883

地方公共団体出資の機会費用 0 354,247,883

Ⅵ 行政サービス実施コスト 1,969,223,295

行政サービス実施コスト計算書
（平成30年4月1日～平成31年3月31日）
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I 重要な会計方針

１ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

1 　原則として、期間進行基準を採用しております。なお、退職一時金に充当される運営費交付金については費用進行基準を採用

しております。

２ 減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

　定額法を採用しております。

　耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準とし、受託研究収入により購入した償却資産は当該受託研究期間を耐用年数

としております。また、学校法人東京理科大学から継承した固定資産については継承時の残存耐用年数で減価償却しております。

　主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

～

～

～

　なお、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資本

剰余金から控除しております。

（２）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。

（３）リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

３ 賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

　賞与については、翌期の運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金は計上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、地方独立行政法人会計基準第８８第２項に基づき計算

された賞与引当金の当期増加額を計上しております。

４ 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

　退職一時金については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政法人会計基準第８９第４項に基づき

計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。

５ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

（１）国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計上方法

　山陽小野田市から、大学の建物等について無償貸与を受けており、これらについては、山陽小野田市における取得原価を基礎

とした定額法による減価償却額相当額を計上しております。また、学外に設置された薬草園に係る使用料については、山陽小野

田市都市公園条例に基づき算定した額を計上しております。

（２）地方公共団体出資の機会費用の計上方法

　機会費用の算定に係る利回りについては、令和元年5月29日付け事務連絡「地方独立行政法人における行政サービス実施コスト

計算書等の機会費用算定の取扱いについて（留意事項）」(総務省自治行政局行政経営支援室、総務省自治財政局公営企業課、総

務省自治財政局財務調査課)及び平成28年4月25日付け事務連絡「「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の導入を受けた平成27 

事業年度財務諸表における行政サービス実施コスト計算書の機会費用算定の取扱いについて（留意事項）」(総務省自治行政局行

政経営支援室、総務省自治財政局公営企業課、総務省自治財政局財務調査課)に基づき、0％で計算しております。

６ リース取引の会計処理

　リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

７ 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

II 貸借対照表関係

１ 賞与引当金の見積額

　運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額は76,237,897円であります。

２ 退職給付引当金の見積額

　運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額は42,650,840円であります。

６ 年

２ 年 １０工 具 器 具 備 品 年

車 両 運 搬 具

　注　　記

年

年構 築 物

建 物 ４３３ 年

４ 年 ３０
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III 損益計算書関係

ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額等

ファイナンス・リース取引については、利子込み法を採用しているため、これによる損益に与える影響はありません。

IV キャッシュ・フロー計算書関係

1 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 円

定期預金 円

資金期末残高 円

2 重要な非資金取引

工具器具備品 円

図書 円

合計 円

V 行政サービス実施コスト計算書関係

1 機会費用の内訳

（１）国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用

設立団体（山陽小野田市）に係る額 円

（２）地方公共団体出資の機会費用

設立団体（山陽小野田市）に係る額 円

VI 金融商品関係

１ 金融商品の状況に関する事項

　当法人は、資金運用については地方独立行政法人法第４３条の規定に基づき、預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定して

おります。資金運用の当たっては、現状では預金により運用しております。

２ 金融商品の時価等に関する事項

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

0

0

△ 50,614

（※1）負債に計上されたものについては、（　）で表示しております。

　（注）金融商品の時価の算定方法

(1)現金及び預金

現金及び預金は、短期間で決済されるため時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2)未払金

未払金は、短期間で決済されるため時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3)長期性預金

長期性預金は、元利金の合計額を同様の新規預入を行った場合に想定される預金金利で割り引いた現在価値に

よっております。

VII 重要な債務負担行為

該当事項はありません。

VIII 重要な後発事象

該当事項はありません。

IX 賃貸等不動産の時価等

該当事項はありません。

X 資産除去債務

該当事項はありません。

1,005,660,853

985,660,853

▲ 20,000,000

(3) 長期性預金 100,000,000 99,949,386

354,247,883

0

(2) 未払金

1,005,660,853

(291,890,652)

1,005,660,853

(291,890,652)

貸借対照表計上額
（※1）

時　価
（※1）

7,086,088

47

7,086,135

差　額
（※1）

(1) 現金及び預金
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（単位：円）

当　  期
償 却 額

建物 3,029,842,000 13,284,000 - 3,043,126,000 529,422,778 176,324,020 2,513,703,222

工具器具備品 - 14,908,619 - 14,908,619 496,941 496,941 14,411,678

計 3,029,842,000 28,192,619 - 3,058,034,619 529,919,719 176,820,961 2,528,114,900

建物 103,663,548 19,611,590 - 123,275,138 14,641,527 7,573,793 108,633,611

構築物 32,562,837 6,123,600 - 38,686,437 7,351,738 3,243,795 31,334,699

車両運搬具 4,019,415 - - 4,019,415 1,566,228 671,241 2,453,187

工具器具備品 396,391,522 86,549,276 - 482,940,798 154,454,472 59,661,445 328,486,326

工具器具備品（リース） 5,529,600 - - 5,529,600 2,027,520 1,105,920 3,502,080

図書 272,367,537 32,374,522 9,350 304,732,709 - - 304,732,709

計 814,534,459 144,658,988 9,350 959,184,097 180,041,485 72,256,194 779,142,612

土地 756,000,000 60,130,000 - 816,130,000 - - 816,130,000

計 756,000,000 60,130,000 - 816,130,000 - - 816,130,000

土地 756,000,000 60,130,000 - 816,130,000 - - 816,130,000

建物 3,133,505,548 32,895,590 - 3,166,401,138 544,064,305 183,897,813 2,622,336,833

構築物 32,562,837 6,123,600 - 38,686,437 7,351,738 3,243,795 31,334,699

車両運搬具 4,019,415 - - 4,019,415 1,566,228 671,241 2,453,187

工具器具備品 396,391,522 101,457,895 - 497,849,417 154,951,413 60,158,386 342,898,004

工具器具備品（リース） 5,529,600 - - 5,529,600 2,027,520 921,600 3,502,080

図書 272,367,537 32,374,522 9,350 304,732,709 - - 304,732,709

計 4,600,376,459 232,981,607 9,350 4,833,348,716 709,961,204 248,892,835 4,123,387,512

ソフトウェア 138,134,262 2,418,848 - 140,553,110 57,592,749 27,308,089 82,960,361

特許権仮勘定 652,928 - - 652,928 - - 652,928

計 138,787,190 2,418,848 - 141,206,038 57,592,749 27,308,089 83,613,289

長期前払費用 14,629,531 - 3,973,604 10,655,927 - - 10,655,927

長期性預金 - 100,000,000 - 100,000,000 - - 100,000,000

計 14,629,531 100,000,000 3,973,604 110,655,927 - - 110,655,927

注）土地の当期増加額は、従来借り受けていた県有地（60百万円）の取得によるものです。

　　工具器具備品の当期増加額は、機械工作用のCNC旋盤　（20百万円）及びフライス旋盤（20百万円）の他、

　　新校舎で使用する研究機器等の取得によるものです。

減 価 償 却 累 計 額 差    引
当 期 末
残    高

摘
要

(1)　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87　特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91　資産除去債務に係る特定
の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

資　産　の　種　類
期   首
残   高

当    期
増 加 額

当    期
減 少 額

期   末
残   高

投資その他の資産

無形固定資産

有形固定資産合計

有形固定資産
（特定償却資産）

有形固定資産
（特定償却資産以外）

非償却有形固定資産
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(2)　たな卸資産の明細
該当事項はありません。

(3)　有価証券の明細
該当事項はありません。

(4)　長期貸付金の明細
該当事項はありません。

(5)　長期借入金の明細
該当事項はありません。

(6)　公立大学法人債の明細
該当事項はありません。

(7)　引当金の明細
該当事項はありません。

(8)　資産除去債務の明細
該当事項はありません。

(9)　保証債務の明細
該当事項はありません。

(10)　資本金及び資本剰余金の明細

注）資本剰余金の当期増加額は、特定償却資産の減価償却によるものです。

（単位：円）

区　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

資本金
地方公共団体出資金

3,785,842,000 － － 3,785,842,000

3,785,842,000 － － 3,785,842,000

計

▲ 353,098,758 ▲ 88,498,342 － ▲ 441,597,100

－

－

無償譲与 －

88,322,619

－

損益外減価償却
累計額

▲ 353,098,758 ▲ 176,820,961 － ▲ 529,919,719 注）

計 － 88,322,619 － 88,322,619

損益外減損損失
累計額

－ － －

資本剰余金

寄附金 － － －

目的積立金 － 88,322,619 －

－ －

差引計
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(11) 積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

(11)－１　積立金の明細

注）　１．  当期増加額は、前期未処分利益より山陽小野田市長の承認のうえで積立てられたものです。

　　２．当期減少額は、施設整備事業による資産の取得及び費用の発生に伴う積立金取崩しによるものです。

(11)－２　目的積立金の取崩しの明細
（単位：円）

469,516,833

416,209,424

21,052,486 32,254,923 － 53,307,409

期末残高 摘　　要

313,997,250

期首残高 当期増加額 当期減少額

114,075,095 616,131,579 313,997,250

135,127,581 648,386,502

積立金の名称及び事業名
計

教育研究の質の向上及び施設整備積立金

施設整備事業

区　　分

教育研究の質の向上及び施設整備積立金

積立金

計

60,130,000土地 60,130,000

小計 88,322,619 88,322,619

一般管理費

工具器具備品 14,908,619 14,908,619

建物 13,284,000 13,284,000

　消耗品費 150,082,476 150,082,476

　管理物品費 52,642,727 52,642,727

　修繕費 2,484,000 2,484,000

　業務委託費 13,446,000 13,446,000

　保守費 5,400,000 5,400,000

小計 225,674,631 225,674,631

　土地賃借料 1,619,428 1,619,428

合計 313,997,250 313,997,250
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(12)　業務費及び一般管理費の明細

      教育経費

消耗品費 33,461,040

管理物品費 10,035,465

印刷製本費 9,343,229

水道光熱費 59,583,060

旅費交通費 8,045,735

通信運搬費 2,995,251

賃借料 12,750,031

福利厚生費 3,183,216

保守費 3,571,752

報酬・委託・手数料 66,009,680

奨学費 36,334,600

減価償却費 8,315,823

薬物費 3,487,671

その他 4,305,822 261,422,375

      研究経費

消耗品費 37,276,974

管理物品費 9,132,980

旅費交通費 23,687,790

修繕費 1,258,948

諸会費 5,504,044

報酬・委託・手数料 2,898,745

減価償却費 33,100,567

薬物費 7,421,844

その他 2,668,121 122,950,013

      教育研究支援経費

消耗品費 52,599,339

管理物品費 3,003,120

印刷製本費 898,572

旅費交通費 1,405,380

保守費 2,662,340

修繕費 3,034,148

報酬・委託・手数料 10,519,143

その他 1,481,077 75,603,119

      受託研究費

給料 8,991,531

法定福利費 998,916

消耗品費 9,260,869

管理物品費 2,679,642

水道光熱費 8,164,570

旅費交通費 6,604,226

賃借料 3,457,834

諸会費 820,787

報酬・委託・手数料 2,348,092

減価償却費 938,951

薬物費 1,178,538

その他 1,044,926 46,488,882
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 役員人件費

常勤役員報酬

報酬・手当 18,375,750

賞与 7,262,400

法定福利費 3,355,335 28,993,485

非常勤役員報酬

報酬・手当 1,261,200 1,261,200 30,254,685

 教職員人件費

教員人件費

　常勤教員人件費

給与・手当 472,639,990

賞与 132,165,839

退職給付費用 2,991,935

法定福利費 119,799,334 727,597,098

　非常勤教員人件費

給与・手当 25,414,648

法定福利費 27,129 25,441,777 753,038,875

職員人件費

　常勤職員人件費

給与・手当 147,742,146

賞与 44,333,847

法定福利費 41,365,288 233,441,281

　非常勤職員人件費

給与・手当 16,031,263

法定福利費 64,434 16,095,697 249,536,978

 一般管理費

消耗品費 171,709,954

管理物品費 69,227,334

印刷製本費 24,700,253

水道光熱費 8,215,201

旅費交通費 9,404,118

通信運搬費 10,286,648

賃借料 7,850,283

保守費 24,018,857

修繕費 29,644,977

広告宣伝費 45,631,648

報酬・委託・手数料 194,209,945

減価償却費 56,553,903

その他 13,742,751 665,195,872

業務費及び一般管理費合計 2,204,490,799

　注）各業務費の区分ごとに、総額の百分の一を下回る科目につきましては、

　その他として記載しております。
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(13) 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細
(13)－1　運営費交付金債務

（単位：円）

(13)－2　運営費交付金収益
（単位：円）

(14) 運営費交付金以外の地方公共団体等からの財源措置の明細

(14)－1　施設費等の明細

該当事項はありません。

(14)－2　補助金等の明細

注）

「摘要」欄は、当期交付決定額を記載しております。

－ 18,635,911 424,089

名称 交付元
経費
の別

期末
残高

業務等区分
平成３０年度

交付分
合　計

費用進行基準によるもの 2,991,935 2,991,935

期間進行基準によるもの 1,462,377,103 1,462,377,103

－ 19,060,000 －

合　計 1,465,369,038 1,465,369,038

直接 － － 19,060,000

間接 － － －

摘要
期首
残高

当期
交付額 建設仮勘定見

返補助金等
資産見返
補助金等

資本剰余金
長期預り
補助金等

収益

当期振替額

－ － － －

大学改革推進等補
助金

「地（知）の拠点大
学による地方創生

推進事業」

文部科学省

直接 － 170,000 － － － － 170,000 － 170,000

間接 － － － － －

地域産学官連携科
学技術振興事業費

補助金
「地域イノベーショ
ン戦略プログラム」

文部科学省

合計

直接
経費

間接
経費

計

－

－

－

－ －

19,230,000 － － －

19,230,000 － － －

－ － － －

－ 18,805,911 424,089 19,230,000

－ － － －

－ －－ －

－ 18,805,911 424,089 19,230,000

交付年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

合　計

50,197

－

－

50,197

－

－

1,542,915,000

1,542,915,000

－

－

1,542,915,000

1,542,915,000

期首残高
交付金

当期交付額 運営費
交付金収益

資産見返
運営費交付金

特許権仮勘定
見返運営費交付金

50,197

－

－

50,197

資本剰余金 小　計

当期振替額

期末残高

－

－

1,465,369,038

1,465,369,038

－

－

77,545,962

77,545,962

－

－

－

－

－

－

－

－
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(15) 役員及び教職員の給与の明細
（単位：円、人）

注）

１．役員に対する報酬は公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大学役員報酬規程に基づき算出を行っております。

２．教職員の給与及び退職手当は、公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大学給与規程に基づき算出を行っております。

　　なお、退職手当は給料月額に勤続期間を勘案して算出を行っております。

３．役員、教職員の支給人数には年間平均支給人員数を記載しております。

　　また、退職給付には期末時の総支給人員数を記載しております。

４．上段括弧内には、承継職員等に係る金額及び支給人員を内数で記載しております。

(16) 開示すべきセグメント情報
該当事項はありません。

(17) 寄附金の明細

（単位：円）

報酬又は給料等

43 41,365,288

金額 支給人員 金額 金額 支給人員

注）(　）は現物寄附≪工具器具備品7,086,088円（9件）≫≪図書47円（47件）≫によるもので、内数として記載しております。

山陽小野田市立山口東京理科大学 21,063,331 (7,086,135) 109 (56) 注）

合　　計 21,063,331 (7,086,135) 109 (56)

区　　分 当期受入額 件　　数 摘　　要

(－) (－) (－) (－) (－)

法定福利費 退職給付
区分

(－) (－) (－) (－) (－)

192,075,993 － －

16,031,263 21 64,434 － －

(－) (－) (－) (－) (－)

208,107,256 64 41,429,722 － －

(－) (－) (－) (－) (－)

－

(－) (－) (－) (－) (－)

822,519,972 125 164,519,957 2,991,935 3

(－) (－) (－) (－) (－)

865,227,083 203 164,611,520 2,991,935 3

(－) (－) (－) (－) (－)

25,638,150 2 3,355,335 － －

(－) (－) (－) (－) (－)

42,707,111 78 91,563 －

1,261,200 4 － － －

(－) (－) (－) (－) (－)

630,220,477 133 119,826,463 － 3

26,899,350 6 3,355,335 － －

(－) (－) (－) (－) (－)

604,805,829 80 119,799,334 2,991,935 3

(－) (－) (－) (－) (－)

25,414,648 53 27,129 － －

(－) (－) (－) (－) (－)

役員

常勤

非常勤

計

教員

職員

合計

常勤

非常勤

計

常勤

非常勤

計

常勤

非常勤

計
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(18) 受託研究の明細

（単位：円）

(19) 共同研究の明細

（単位：円）

(20) 受託事業等の明細

該当事項はありません。

(21) 科学研究費補助金等の明細

（単位：円）

注)上段（　）内に直接経費相当額を、下段に間接経費相当額を記載しております。

合　　計

区　　分

期首残高 当期受入額 受託研究等収益

種　　目 当期受入額 件　　数 摘　　要

(1,200,000) (1)

- 16,181,000 16,042,724 - 138,276

山陽小野田市立山口東京理科大学

区　　分

360,000 1

(4,500,000) (1)

1,350,000 1

日本学術研究会
科学研究費補助金・若手研究Ｂ

(7,328,751) (6)

1,530,000 5

日本学術研究会
科学研究費補助金・基盤研究Ｃ

(15,342,486) (15)

4,027,500 15

日本学術研究会
特別研究員奨励費・特別研究員奨励費

(800,000) (1)

日本学術研究会
科学研究費補助金・研究活動スタート支援

日本学術研究会
科学研究費補助金・新学術領域研究

日本学術研究会
科学研究費補助金・若手研究

(3,900,000) (3)

315,000 4

－ －

日本学術研究会
科学研究費補助金（分担金）・基礎研究Ｂ

(1,050,000) (4)

31

日本学術研究会
科学研究費補助金（分担金）・基礎研究Ｃ

(150,000) (2)

45,000 2

1,170,000 3

合　　計
(34,271,237) (33)

8,797,500

- 16,181,000 16,042,724 - 138,276合　　計

期末残高

- 33,077,000 31,167,296 - 1,909,704

- 33,077,000 31,167,296 - 1,909,704

返還額

山陽小野田市立山口東京理科大学

期首残高 当期受入額 受託研究等収益 返還額 期末残高
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(22) 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

①現金及び預金
（単位：円）

②資産見返寄附金
（単位：円）

③その他雑益
（単位：円）

定期預金 20,000,000

合　　計 420,684,355

工具器具備品 175,691,051

図書 236,430,420

区　　分 金　　額 摘　　要

構築物 8,562,884

合　　計 1,005,660,853

現金 446,170

普通預金 985,214,683

区　　分 金　　額 摘　　要

合　　計 2,466,291

区　　分 金　　額 摘　　要

光熱水費 2,459,991

公衆電話 630

コピー機 5,670
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